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独立行政法人国立青少年教育振興機構非常勤職員給与規程 
 

平成１８年４月１日 
独立行政法人国立青少年教育振興機構規程第２－２０号 

平成２０年４月１日 
一 部 改 正 

平成２１年４月１日 
一 部 改 正 

平成２２年４月１日 
一 部 改 正 

平成２３年４月１日 
一 部 改 正 

令和２年４月１日 
一 部 改 正 

令和５年６月１４日 
一 部 改 正 

 
 

 
（目的） 

第１条 この規程は、独立行政法人国立青少年教育振興機構非常勤職員就業規則（平成１８年規

程第２－１９号。以下「非常勤職員就業規則」という。）第６７条の規定により独立行政法人

国立青少年教育振興機構に勤務する非常勤職員（以下「非常勤職員」という。）の給与に関す

る事項を定めることを目的とする。 
 
（給与） 

第２条 期間業務職員の基本給の支給単位は日給とし、その額は、別表に定める名称及び職務内

容別に定める額とする。 
２ パートタイム職員の基本給の支給単位は時間給とし、その額は、別表に定める基本給表、名

称及び職務内容別に定める額とする。 
３ 独立行政法人国立青少年教育振興機構職員給与規程（平成１８年規程第２－４号。以下「職

員給与規程」という。）第２１条に規定する地域に勤務する非常勤職員（非常勤職員就業規則

第２条第２項第６号に定める研修指導員（以下「研修指導員」という。）を除く。）については、

同条に規定する常勤職員の例に準じて、地域手当相当額を前２項で定める基本給に含めて算出

した日給又は時間給とする。 
４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、非常勤職員就業規則第２条第３項の規定に基づき雇

用された非常勤職員については、別に定めるところにより、基本給の支給単位を月給とするこ

とができる。 
５ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、非常勤職員就業規則第２７条の２の適用を受ける非

常勤職員の給与については、当該非常勤職員の労働の密度及び態様を考慮し、別に定めること

ができる。 
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（給与の特例） 
第３条 理事長は、職務の特殊性等その他特別の事由がある場合においては、前条に規定する日

給又は時間給の額を超える額に基本給を決定することができる。 
 
（給与の減額） 

第４条 期間業務職員が定められた勤務時間内において勤務しなかった時間（有給休暇として取

り扱われた場合を除く。以下同じ。）がある場合は、第２条で定める給与を基礎としてその者

に支給される寒冷地手当に相当する額を加えて算出した額に当該勤務しなかった時間数を乗

じて得た額を減額する。この場合において、勤務しなかった時間数は、給与の計算期間におけ

る全時間数によるものとし、その合計時間数に１５分単位未満の端数がある場合は、これを切

り捨てる。 
２ パートタイム職員が定められた勤務時間内において勤務しなかった時間がある場合は、前項

に準じて取り扱う。 
 
（住居手当） 

第５条 非常勤職員のうち、期間業務職員については、職員給与規程第２２条に規定する常勤職

員の例に準じて住居手当を支給する。 
 
（通勤手当） 

第６条 １月以上の期間を定めて雇用される非常勤職員のうち、交通機関等により通勤すること

を常例とする者については、職員給与規程第２３条に規定する常勤職員の例に準じて通勤手当

を支給する。ただし、研修指導員については、通勤手当は支給しない。 
２ 前項の規定により通勤手当が支給される非常勤職員で職員給与規程第２３条第１項第２号又

は第３号に掲げる者のうち、１箇月当たりの通勤所要回数が１０回に満たない者の同規程第２

３条第２項第２号の規定による通勤手当の額は、同号の規定にかかわらず、同号の規定による

額に通勤所要回数を２０で除した数を乗じて得た額とする。 
 
（特地勤務手当） 

第７条 職員給与規程第２５条に規定する特地施設等に勤務する非常勤職員（研修指導員を除

く。）については、同条に規定する常勤職員の例に準じて、その者に支給される日給又は時間

給の月額に所定の割合を乗じて得た額の範囲内の額を特地勤務手当として支給する。 
 
（超過勤務手当） 

第８条 超過勤務手当は、職員給与規程第２７条に規定する常勤職員の例に準じて支給する。こ

の場合において、非常勤職員の勤務１時間当たりの給与は、第２条に定める給与を基礎として

その者に支給される特地勤務手当及び寒冷地手当に相当する額を加えて算出した額とする。た

だし、パートタイム職員にあっては、１週間当たり４０時間又は１日８時間以内における超過

勤務については、時間給と同額を基準として算出した額を支給するものとし、当該超過勤務の

時間は、同規程第２７条第２項に規定する所定の勤務時間を超えてした勤務の時間に含めない

ものとする。 
 
 （夜勤手当） 
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第８条の２ 夜勤手当は、職員給与規程第２９条に規定する常勤職員の例に準じて支給する。こ

の場合において、非常勤職員の勤務１時間当たりの給与は前条の例によるものとする。 
 
（寒冷地手当） 

第９条 非常勤職員のうち期間業務職員については、職員給与規程第３３条に定める常勤職員の

例に準じて寒冷地手当を支給する。 
 
（期末手当及び勤勉手当） 

第１０条 非常勤職員のうち期間業務職員については、職員給与規程第３１条及び第３２条に定め

る常勤職員の例に準じて期末手当及び勤勉手当を支給する。 
 
（給与の計算） 

第１１条 非常勤職員の給与の計算期間は、支払月の前月の初日から末日までとし、当該期間の勤

務実績に応じた分について計算する。 
２ 前項の規定にかかわらず、第２条第４項の規定に基づき基本給の支給単位を月給に決定した

非常勤職員の給与は、当該月に支払うことができる。 
 
（給与の支払） 

第１２条 非常勤職員の給与の支給日及び支払方法については、職員給与規程第４条及び第５条に

定める常勤職員の例に準ずる。 
 
（退職手当） 

第１３条 非常勤職員には、退職手当は支給しない。 
 
（端数の処理） 

第１４条 この規程により計算した確定金額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる

ものとする。 
 
（給与の改定） 

第１５条 この規程に規定する基本給及び諸手当の額は、雇用契約の期間中であっても常勤の職員

の給与が改定された場合には、改定することがある。 
 
（雑則） 

第１６条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、別に定めるものの

ほか、常勤職員の例によるものとする。 
 
   附 則 
１ この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 
２ 施行日の前々日に独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センター非常勤職員就業規

則第２条第１号、独立行政法人国立青年の家非常勤職員就業規則（独立行政法人国立青年の家

規程第９号）第２条及び独立行政法人国立少年自然の家非常勤職員就業規則（独立行政法人国

立少年自然の家規則第２－３号）第２条第１号に規定する非常勤職員で、施行日に独立行政法
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人国立青少年教育振興機構非常勤職員就業規則第２条第１項第１号に規定する非常勤職員に

採用され、平成１８年度末までに退職する者については、第１３条の規定にかかわらず、従前

の例により、退職手当を支給することができる。 
 
   附 則 
この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

 
   附 則 
１ この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 
２ この規程の施行の日（以下「施行日」という。）の前日に日々雇用職員であった者で、引き続

き同一の名称の日々雇用職員として施行日に契約の更新をした者の日給の額は、施行日以後平

成２２年３月３１日までの間にあっては施行日の前日に受けていた日給の基礎となる本給月

額を基礎として、下記の算式によって算出した額とすることができる。 
 
                          （本給月額＋地域手当）×１２ 
 日々雇用職員の日給額 ＝                                 ×７．７５ 
                                ５２×３８．７５ 
 
３ 施行日の前日にパートタイム職員であった者で、引き続き同一の名称のパートタイム職員と

して施行日に契約の更新をした者の時間給の額は、施行日以後平成２２年３月３１日までの間

にあっては施行日の前日に受けていた時間給の基礎となる本給月額を基礎として、下記の算式

によって算出した額とすることができる。 
 
                                 （本給月額＋地域手当）×１２ 
 パートタイム職員の時間給額 ＝ 
                                          ５２×４０ 
 
４ 施行日に新規に採用となった者の日給又は時間給の額について、やむを得ない事情がある場

合は、施行日以後平成２２年３月３１日までの間にあっては第２条の規定にかかわらず、従前

の例によって決定した本給月額を基礎として、前２項の算式を適用した場合に得られる額とす

ることができる。 
 
   附 則 
１ この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 
２ 平成２１年４月１日改正附則第２項、第３項若しくは第４項の規定の適用を受けた者で、こ

の規程の施行の日（以下「施行日」という。）に引き続き同一の区分及び名称で日々雇用職員

又はパートタイム職員として契約の更新をした者の日給額又は時間給額について、理事長が特

に必要と認めた場合は、施行日から平成２３年３月３１日までの間にあっては平成２１年４月

１日改正附則第２項又は第３項に定める算式によって算出した額とすることができる。この場

合において、日給額又は時間給額の基礎となる本給月額は平成２１年１２月１日改正後の職員

給与規程の規定によるものとする。 
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   附 則 
 この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 
 
   附 則 
 この規程は、令和２年４月１日から施行する。 
 

附 則 
 この規程は、令和５年６月１４日から施行し、令和５年３月１６日から適用する。 
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別表（第２条関係） 

イ 非常勤職員（研修指導員を除く。）基本給表 

名 称 職 務 内 容 
期間業務職員 

（日給額：円） 

パートタイム職員 

（時間給額：円） 

事務補佐員 

技術補佐員 

主として定型的な業務 
6,743 870 

7,001 903 

知識・経験を必要とする業務の支援 
7,389 953 

7,527 971 

相当な知識・経験を必要とする業務の支援 
7,656 987 

7,795 1,005 

事業補佐員 

高度な知識・経験を必要とする業務の支援 
8,409 1,085 

8,561 1,104 

特に高度な知識・経験を必要とする業務の支援 
8,709 1,123 

8,870 1,144 

労務作業員 

定型的な労務作業 
7,047 909 

7,158 923 

経験を必要とする労務作業 
7,536 972 

7,670 989 

技能補佐員 

技能・経験を必要とする業務の支援 
7,804 1,007 

7,970 1,028 

高度な技能・経験を必要とする業務の支援 
8,436 1,088 

8,561 1,104 

技術補佐員 栄養士免許を必要とする業務 
8,524 1,099 

8,663 1,117 

技術補佐員 

准看護師免許を必要とする業務 
8,815 1,137 

9,009 1,162 

看護師免許を必要とする業務 
9,821 1,267 

9,932 1,281 

※上段の日給額又は時間給額に決定することを原則とし、更新１回以上の非常勤職員や採用当初から経験年数が長

い場合等には下段の日給額又は時間給額に決定することができる。 
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ロ 研修指導員基本給表 

職 務 内 容 時間給額：円 

知識・経験を必要とする、軽微な実技・実習等を臨時的に行う業務 900 

知識・経験を必要とする、指導・助言、軽微な実技・実習等を臨時的に行う業務 1,000 

相当な知識・経験を必要とする、指導・助言、危険度が低い実技・実習等を臨時的

に行う業務 
1,200 

相当な知識・経験を必要とする、指導・助言、危険を伴う実技・実習等を臨時的に

行う業務 
1,500 

高度な知識・経験を必要とする、指導・助言、危険を伴う実技・実習等を臨時的に

行う業務 
1,800 

特に高度な知識・経験を必要とする、指導・助言、危険度が高い実技・実習等を臨

時的に行う業務 
2,000 

 


